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賃金水準変動対象人件費及び物価水準変動対象物件費等提案書（例）

　岡山市勤労者福祉センターの指定管理を申請するにあたり，賃金水準及び物価水準変動の対象となる人件費及び物件費等について，以下のとおり提案します。

１.賃金水準変動対象人件費（円）
	[bookmark: _Hlk220595694]　　　年度

雇用形態
	賃金水準変動対象人件費

	[bookmark: _Hlk220595426]
	申請時
（積算基礎）
	令和９年度
（１年目）
	令和10年度
（２年目）
	令和11年度
（３年目）
	令和12年度
（４年目）
	令和13年度
（５年目）

	正規雇用職員
	
	
	
	
	
	

	非正規雇用職員
	
	
	
	
	
	



２.雇用配置（予定）人数（人）
	　　　　年度
雇用形態
	令和９年度
（１年目）
	令和10年度
（２年目）
	令和11年度
（３年目）
	令和12年度
（４年目）
	令和13年度
（５年目）

	正規雇用職員
	
	
	
	
	

	非正規雇用職員
	
	
	
	
	



３.物価水準変動対象物件費等（円）
	　　　年度

支出経費
	物価水準変動対象物件費等

	
	申請時
（積算基礎）
	令和９年度
（１年目）
	令和10年度
（２年目）
	令和11年度
（３年目）
	令和12年度
（４年目）
	令和13年度
（５年目）

	費
	
	
	
	
	
	

	費
	
	
	
	
	
	

	費
	
	
	
	
	
	

	費
	
	
	
	
	
	

	費
	
	
	
	
	
	



【記入方法】
・「賃金水準変動対象人件費」では，雇用形態別に対象となる人件費を記入してください。
・「雇用配置（予定）人数」には，指定期間中における雇用予定人数を記入してください。
・「物価水準変動対象物件費等」では，物価水準の変動を受ける経費支出の対象となる物件費等（維持補修費を含む）を記入してください。
・「申請時（積算基礎）」には，初年度から５年間の変動状況を反映した経費支出を積算するにあたっての基礎となる金額を記入してください。
・収支計画上の人件費，物件費等及び指定管理料総額と齟齬が生じないよう注意してください。
